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 団地の概要  

団 地 名 富士見上南畑地区産業団地 

分 譲 区 画 ・ 面 積 
 区画１ 約 18,000 ㎡（うち緩衝緑地約 3,900 ㎡） 
 区画２ 約 12,500 ㎡（うち緩衝緑地約 3,800 ㎡） 

所 在 地 富士見市大字上南畑ほか地内 

道 路 網 国道254号バイパス、県道三芳富士見線隣接 

鉄 道 東武東上線鶴瀬駅から約 2 ㎞ 

地 区 内 区 画 道 路 区１号線（幅員10～15m） 

上 水 道 富士見市が供給します。 

工 業 用 水 道 工業用水道の供給はありません。 

雨 水 排 水 
宅内ますから調整池へ放流後、流量調整を行い、地区外に放

流します。 

汚 水 排 水 宅内ますから公共下水道に接続します。 

地 形 ・ 地 質 

荒川低地の西端に位置し、西側は武蔵野台地、東側は荒川低

地及び大宮台地が広く分布しています。 

事前のボーリング調査による地層想定断面図２０～２１ペー

ジを御覧ください。 
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 土地利用計画図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■分 譲 地… 区画１ 約 18,000 ㎡（うち緩衝緑地約 3,900 ㎡） 
       区画２ 約 12,500 ㎡（うち緩衝緑地約 3,800 ㎡） 
■道路幅員 

① 区１号線…幅員 10～15m   

※ 敷地への出入は、区１号線からとなります。 

分譲面積・参考価額  

区画 分譲面積（㎡）※概算 分譲単価（円／㎡） 分譲価格（円）※概算 

１ 18,000 90,600 1,630,800,000 

２ 12,500 80,800 1,010,000,000 

※１ 分譲面積及び分譲価格は概算です。土地売買契約はこの分譲面積及び分譲価格で

締結しますが、土地引渡しまでに確定測量を実施し、確定後の面積に分譲単価を乗

じた金額で変更契約を締結します。 

※２ 地番は確定測量後、合筆・分筆登記を経て決定します。 

※３ 区画１、区画２については、全ての企業がお申込みできますが、富士見市内に本 

社又は事業所がある企業を優先します。 

   市内企業のお申込みがなかった場合には市外の企業に分譲します。 

 

 

 

 

１ 

分譲済 

国道 254 号バイパス 

分譲済 

分譲済 

市道第 72 号線 
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 土地引渡しまでの手続きの概要  

１ 契約企業決定方法 

 今回の再募集はレディメード方式です。 

 「レディメード方式」とは、あらかじめ区画を確定させてから企業を募集する方式です。 

契約企業の決定方法は、以下のとおりです。 

（１）立地希望企業の募集 

立地を希望する企業から申込受付期間内に後述する「３ 申込みに必要な書類」を

埼玉県企業局地域整備課に提出していただきます。 

（２）譲渡企業の決定 

申込受付期間中に提出された申込書は、埼玉県企業局が、後述する「４ 審査項目」

による審査を行い、譲渡企業を決定し、文書でお知らせします。 

２ 土地売買契約の締結 
・譲渡企業と土地売買契約を締結します。 

・契約締結時期は、令和７年１２月を予定しています。 

・契約時には、土地代金の10％(契約保証金5％・手付金5％)をお支払いいただきます。 

３ 土地の引渡し 
・令和８年１月末を予定しています。その際、残金をお支払いいただきます。 

 ※ 工事の進捗等により土地の引渡しが遅れる場合があります。 

   あらかじめ御了承の上、お申込みください。 
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７ 違約金 前記６により契約を解除したときの違約金は下記によります。 

(1) 土地引渡し前に契約を解除した時は、前記３の契約保証金及び

前記４の手付金を違約金として充当します。 

(2) 土地引渡し日以降に契約を解除した場合は、原則として土地代

金の20％に相当する額を違約金としてお支払いいただきます。 

８ 確定測量の実施 造成工事終了後、各区画の確定測量を行い、面積を確定します。 

この測量成果に基づき、各区画の地番、地積を登記します。 

９ 変更契約の締結 確定測量後の面積に当初契約時の土地単価を乗じた金額で変更契

約を締結していただきます。 

変更契約締結に要する費用は、譲渡企業等に負担していただきま

す。 

10 現場立会い 土地引渡し前に現場立会いを行います。 

11 売買代金の納入 土地引渡し時に土地代金（前記９で確定した金額からら前記３の契

約保証金及び前記４の手付金を差し引いた額）をお支払いいただきま

す。 

12 土地の引渡し 令和８年１月末を予定しています。 

前記11の売買代金の納入確認後、土地の引渡しを行います。 

所有権は引渡日に移転します。 

※土地の引渡し前に、地盤調査のためにボーリング調査が必要な場

合は、ご相談ください。 

 詳しくは、埼玉県企業局地域整備課にお問い合わせください。 

13 所有権移転登記

及び公租公課 

前記12の土地の引渡し後、速やかに埼玉県企業局が嘱託登記しま

す。 

登記に要する登録免許税及び譲渡した土地に係る公租公課（不動産

取得税、固定資産税等）は、譲渡企業等の負担となります。 

14 企業名の公表 契約締結後、企業局地域整備課のホームページで譲渡企業等の企業

名を公表します。 
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15 その他説明事項 (1) 市街化調整区域です。富士見市の地区計画及び準防火地域が定め

られています。 

(2) 暗渠排水の陶管、農業用井戸等が残置されている可能性がありま

す。 

(3) 盛土材料は、公共工事等による建設発生土を使用しており、直径

10㎝程度の玉石等が含まれている可能性があります。これらを取り

除く場合は、譲渡企業等の負担により行ってください。 

(4) 建築物の建設工事にあたっては、地盤調査を十分に実施してくだ

さい。 

(5) 埼玉県が負う契約不適合責任は、契約締結時に提示する分譲地の

土地の状況に適合しない品質であり、その事実を譲渡企業等が知っ

た日から１年以内（引渡し日以後２年間に限る）に県に通知したと

きに限ります。なお、自然由来の特定有害物質による土壌汚染は含

みません。 

(6) 「埼玉の持続的成長を支える産業基盤づくり取組方針」に基づく

共同宣言を実施していただきます。 

(7) 「埼玉の持続的成長を支える産業基盤づくり取組方針」に基づき

埼玉県のＳＤＧｓプラットホームの入会、ＳＤＧｓパートナーの登

録をしていただきます。 

(8) 荒川・入間川、新河岸川（柳瀬川を含む）の浸水想定区域となり

ます。 

詳細は、富士見市ホームページで御確認ください。 
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 工場等の立地に関する条件等  

１ 建築物等の制限 

用途地域等 この産業団地は市街化調整区域にあり、用途地域の定めはありませ

んが、富士見市により、地区計画（別紙１）及び準防火地域が定めら

れています。 

都市計画法等の

手続 

建築物等を建築するときは、都市計画法に基づく手続き（市様式の

提出）が必要となります。詳しくは、富士見市建築指導課へお問い合

わせください。 

建築物等の用途

の制限 

建築物等の用途の制限は、地区計画に定められています。詳しくは、

富士見市都市計画課へお問い合わせください。 

建ぺい率・容積

率 

建ぺい率は60％、容積率は200％です。なお、地区計画により角地

緩和の適用はありません。 

建築物の敷地面

積の最低限度 

3,000㎡です。（地区計画により区分） 

ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りではありません。 

（１）当該地区内で建築可能な店舗等 

（２）当該地区内の事業所に勤務する者の用に供する保育所 

（３）市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地として 

使用するもの 

 詳しくは、富士見市都市計画課へお問い合わせください。 

建築物等の高さ

の最高限度 

 次のような段階的な高さ制限を設けています。 

（１）計画図に表示する緩衝緑地の境界線から5.0m未満の区域 8m 

（２）計画図に表示する緩衝緑地の境界線から5.0m以上10.0m未満の

区域 10m 

（３）計画図に表示する緩衝緑地の境界線から10.0m以上15.0m未満 

の区域 12m 

（４）前各号に掲げる区域以外の区域 15m 

なお、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類

する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに

類する屋上突出物並びに建築物と一体となって屋上に設置する工作

物、建築設備（避雷針を除く。）は5.0m以下とし、当該建築物等の高

さに算入します。 

 このほかに、建築基準法に基づく道路斜線制限、隣地斜線制限、日

影による中高層の建築物の高さの制限の適用があります。 

詳しくは、富士見市都市計画課又は建築指導課へお問い合わせくだ

さい。 
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壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（ベランダ、バルコニー、屋 

根、軒、庇、階段、出窓及び建築基準法第２条第３号に規定する建築

設備を含む。）の位置は、次に掲げる制限を設けます。 

（１）計画図に表示する区画道路１号の道路境界線からは4.0m以上 

後退しなければならない。 

（２）計画図に表示する区画道路２号・３号・４号の道路境界線から

は2.0m以上後退しなければならない。 

（３）計画図に表示する緩衝緑地１号・２号・３号・４号と道路又は

水路の境界線からは15.0m以上後退しなければならない。 

（４）隣地境界線からは2.0m以上後退しなければならない。 

壁面後退区域に

おける工作物の

設置の制限 

 壁面後退区域には、工作物（地下工作物を除く。）を設置してはな

りません。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りではあり

ません。 

（１）門柱、門扉 

（２）垣又はさくの構造等の制限に該当するもの 

（３）安全又は保安上やむを得ないもの 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物等の形態又は色彩その他の意匠については、次の制限が定め 

られています。 

（１）建築物の外壁等及び屋根の色彩は、原色を避け、埼玉県景観条 

例に沿ったものとする。 

（２）高架水槽等の屋上設置物及び工作物は、外部から直接見えにく 

い形態とする。 

（３）屋外広告物は、埼玉県屋外広告物条例に沿って、周囲の環境・ 

景観と調和したものとする。 

垣又はさくの構

造の制限 

道路、隣地又は緩衝緑地に面する垣又はさくの構造は、次のいずれ

かに該当するものでなければなりません。 

（１）生垣 

（２）地盤面からの高さが60cm以下の基礎部分の上に透視可能なフェ

ンス又は植栽を組み合わせたもので、高さ2.0m以下のもの 

ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りではありません。 

・壁面の位置の制限以上の距離にあるもの 

・門柱、門に附属するそでで高さ2.0m以下及び両そでの合計が4.0m 

以下のもの 

・安全又は保安上やむを得ないもの 

河川法 適用はありません。 
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２ 出入り口の制限 

道路法 新たに区画道路への出入口を設置する場合については、道路法に基 

づき市長の承認を受けてください。 

詳しくは、富士見市道路治水課へお問い合わせください。 

出入口の設置場

所及び切下げ工

事 

新たな出入口の設置に伴う歩道等の改修は、譲渡企業の責任（負担） 

において施工してください。 

設置する出入口の基準については、開口部は普通自動車の乗入れは

6m以下、大型自動車は8m以下とし、前後の出入口の間隔を8m以上、道

路の交差部や横断歩道から5m以上離し、歩道の舗装と道路側溝は車両

の乗入れに耐えるよう入替える必要があります。 

詳しくは、富士見市道路治水課へお問い合わせください。 

 

３ 緑地等の確保 

建築物の緑化率

の最低限度 

敷地面積に対して２５％以上の緑化が必要です。 

詳しくは、埼玉県西部環境管理事務所にお問い合わせください。 

工場立地法適用

企業 

製造業等に係る工場又は事業場で、敷地面積9,000㎡以上、又は建 

築物の建築面積の合計が3,000㎡以上の工場等は、工場立地法が適用

されます。緑地の面積を敷地面積の20％以上確保するとともに環境施

設面積を含めて敷地面積の25％以上を確保してください。 

詳しくは、富士見市産業経済課へお問い合わせください。 

緩衝緑地 緩衝緑地帯の場所を変更することはできません。また、出入口は原 

則設置できません。 

県にて幅員の１／２の部分を高木植栽空間として植樹します。 

ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りではありません。 

（１）門柱、門扉 

（２）垣又はさくの構造等の制限に該当するもの 

（３）安全又は保安上やむを得ないもの 

緩衝緑地帯には緑化を施し、その維持管理等、緑環境の保全に努め 

てください。（企業で負担していただきます。） 

詳しくは、富士見市都市計画課へお問い合わせください。 

植樹の制限 高木植栽空間には、成木に達したときの樹高が4.0m以上となる在来

種を植栽するようにしてください。        
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４ 給水 

上水道 富士見市水道事業より給水されますので、富士見市水道課に申し込

んでください。なお、工業用水道はありません。 

当該区域には、受益者負担金の納付が必要となります。詳しくは、

富士見市水道課へお問い合わせください。 

 

５ 排水の処理 

生活排水及び工

場排水 

公共下水道へ流下させてください。 

生活排水は、分譲地内の最終ますに適切に接続してください。工

場排水は、適切に処理した上で分譲地内の最終ますに接続してくだ

さい。当該区域は、受益者負担金の納付が必要となります。詳しく

は、富士見市下水道課へお問い合わせください。 

設置する施設によっては、水質汚濁防止法に該当し届出が必要に

なる場合があります。詳しくは、埼玉県西部環境管理事務所へお問

い合わせください。また、下水道法に該当し届出が必要となる場合

があります。詳しくは、富士見市下水道課へお問い合わせください。 

雨水排水 雨水排水は、道路に直接流出しないように排水の計画をして雨水

宅内ますに適切に接続してください。 

万が一事故等が発生した場合に備えて、工場排水や生活排水が雨

水排水系統に流下して河川等に流出することがないように、適切な

対策を講じてください。 

６ 地下水の採取規制 

地下水の採取規

制 

埼玉県生活環境保全条例により、地下水採取について規制がありま

す。詳しくは、埼玉県西部環境管理事務所へお問い合わせください。 

７ 地区計画、環境保全等 

地区計画 建築物の建築等を行うときは、当該行為に着手する30日前までに地

区計画の区域内における行為の届出が必要です。 

詳しくは、富士見市都市計画課へお問い合わせください。 

富士見市開発等

指導要綱 

富士見市では、開発行為等の指導に関して必要な事項を定めていま

す。 

詳しくは、富士見市建築指導課へお問い合わせください。 

環境保全 工場等の建設及び操業にあたっては、環境に関する法令を遵守し、 

環境保全に努めてください。（２２～２３ページ参照） 
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公害防止 工場等の建設及び操業にあたっては、公害の防止のための適切な措 

置を講ずるとともに、環境に関する法令に基づく届出をしてくださ 

い。（２２～２３ページ参照） 

詳しくは、富士見市環境課又は埼玉県西部環境管理事務所へお問い

合わせください。 

土壌汚染対策法

等による届出等 

3,000㎡以上の土地を改変しようとする際は、土壌汚染対策法及び

埼玉県生活環境保全条例の規定に基づく届出等が必要です。 

詳しくは、埼玉県西部環境管理事務所へお問い合わせください。 

土砂の排出、た

い積等 

建設工事に伴って発生する土砂を500㎥以上排出するときは、土砂

の排出に関する計画を定め、届出が必要です。また、土砂のたい積に

係る土地の区域の面積が3,000㎡以上になるときは、土砂のたい積に

関する計画を定め、許可を受ける必要があります。 

詳しくは、埼玉県西部環境管理事務所へお問い合わせください。 

事業系廃棄物の

処理 

事業に伴い発生する廃棄物は事業系廃棄物に該当するため、事業者 

の責任において適正に処理をしてください。 

 産業廃棄物の処理を委託する場合は、書面により許可業者等と契約

する必要があります。 

 また、一定規模以上の処理施設を設置する場合には許可が必要にな

ります。 

詳しくは、産業廃棄物に関しては埼玉県西部環境管理事務所、一般

廃棄物に関しては富士見市環境課へお問い合わせください。 

８ 消防関係 

消防水利施設等 入間東部地区事務組合消防本部警防課へお問い合わせください。 

消防用設備等の

設置について 

入間東部地区事務組合消防本部予防課へお問い合わせください。 

危険物等の取扱

いについて 

入間東部地区事務組合消防本部予防課へお問い合わせください。 

９ 電力・電話 

電力・電話の申

込み 

電力の供給・電話回線は、直接電力会社・通信会社等に申し込んで

ください。 

なお、区１号線の電線共同溝からの供給となります。供給開始時期

については引渡し以降となる予定です。また、電線共同溝による供給

は契約電力に制限があります。 
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電柱等 団地内や近隣への電力・電話を供給するための電柱等を分譲地内に

設置することがありますので、御協力ください。 

 

10 ガス 

都市ガスの供給はありません。 

 

11 その他 

１ 富士見市と情報交換等を行うための連絡調整窓口（担当）を設置してください。 

２ 富士見市域の商工業者で組織している「富士見市商工会」への加入を検討してくだ

さい。 

３ 車両による配送等については、国道２５４号バイパスの交通渋滞緩和のため、原則、

市道第７２号線をご利用いただきますよう御配慮願います。 

４ 市内農業者の生活の安定化を図るため、雇用機会の確保について検討してください。 
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 ４ 融資制度  

●産業創造資金（産業立地貸付） 

埼玉県では、工業団地等に進出したい企業に対し、土地の購入や工場等の建設に必要

な資金を長期・固定・低利で貸し付ける融資制度を設けております。 

概要は、次のとおりです。 

〇対  象 ①県内に本社機能や工場、研究施設、物流施設などを新規に設置する企業

（中小企業者以外も対象） 

②住居地域等にある工場などを工場適地へ全面移転する中小企業者 

③公共事業に伴い事業所などを移転する企業（中小企業者以外も対象） 

〇限 度 額 ①対象経費の70％以内で20億円 

②、③ ２億円 

〇期  間 10億円以内：12年（据置２年）以内 

10億円超 ：15年（据置２年）以内 

〇資金使途 土地（条件あり）、建物、構築物の取得等に必要な資金。 

創エネ設備、省エネ設備、蓄エネ設備の設置に必要な資金も、建物と一体

として整備する場合は対象となります。 

 製造又は加工修理工程を形成する機械設備は融資対象外となります。  

〇融資利率                           （％以内） 

 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超15年以内 

信用保証付き 1.6 1.7 1.8 

信用保証なし 1.7 1.8 1.9 

（令和7年2月1日現在）※令和7年4月1日以降、変更となる可能性があります。 

詳細は、埼玉県産業労働部金融課企画・制度融資担当へお問い合わせください。 
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 ５ 補助制度  

●産業立地促進補助金 

埼玉県では、地域経済の活性化や雇用の創出に貢献する企業立地を促進するため、県

内で新たに工場等を立地した企業の皆様に対して補助金を交付しています。 

制度の概要は次のとおりです。 

《対象施設》 

工場、研究所、流通加工施設、本社（創業もしくは県外から移転の場合）、アグリテ

ック・フードテック施設、観光施設 

《主な補助要件》 

○規模 

 1,000㎡以上の土地を取得又は賃借し、建築面積500㎡以上の工場等を建築又は取得

すること（本社の場合は、土地の取得要件なし） 

 ※県内で事業所の移転を行う場合は、移転前と比較し、敷地面積1,000㎡、建築面積 

  500㎡以上拡張すること 

 ※観光施設は3,000㎡以上の土地を取得又は賃借すること（県内で施設を移転する場 

合は、従前の施設と比較し、敷地面積が3,000㎡以上拡張すること） 

○操業期限 

 土地売買（借地）契約締結後、３年以内に操業を開始すること 

 ※県企業局の産業団地の場合、土地の引渡し日から３年以内 

○納期限 

 土地・建物の不動産取得税を納期限内に全額納付すること 

○新規雇用者※１ 

 【工場、研究所、本社、アグリテック・フードテック施設、観光施設】  

５人以上※２ 

【流通加工施設】 

１０人以上、うち５人以上正規雇用 

※１ 新規雇用者とは、県内在住で雇用保険に加入している者 

※２ 中小企業で総従業員数が１００人以下の場合、１人以上 

○届出 

 土地売買（借地）契約締結後、３か月以内に届出書類を提出すること 

 ※工場等を新たに建築する場合は、着工日の前日まで可 

〇ＳＤＧｓ 

「埼玉県ＳＤＧｓパートナー」に登録すること※ 

※中小企業で総従業員数が１００人以下の場合、「埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラッ

トフォーム」への入会でも可 

《補助対象経費》 

土地・建物に係る不動産取得税相当額 

《限度額》 

１億円 

※以下の分野に該当する事業を行う工場、研究所、本社を立地する場合は２億円 

 （審査あり） 

医薬品製造業・化粧品製造業、医療機器製造業・ヘルスケア関連事業、 

航空・宇宙関連事業、食料品製造業、新エネルギー・省エネルギー関連事業、 

輸送用機械器具製造業、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ関連事業 

  ※産業観光施設を併設する場合は、当該部分について２千万円を上限に上乗せ 

詳細は、埼玉県産業労働部企業立地課立地支援担当へお問い合わせください。 
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●富士見市再生可能エネルギー機器等導入事業者補助金 

 富士見市では、低炭素社会の実現のため、市内の事業者に対して太陽光発電設備等の機

器設置に係る補助を行っています。 

詳細は、富士見市経済環境部環境課へお問い合わせください。 
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 ６ 税制度  

 

●不動産取得税 

不動産取得税は、土地及び家屋を取得した人に課税される県の税金です。 

ア 土地 

《納める額》 

 税額 ＝ ①「不動産の価格」× １/ ２ × ②「税率」 となります。 

①不動産の価格とは、宅地評価土地の場合は原則として市町村の固定資産課税台帳

に登録された価格です。（農地評価土地の場合は固定資産課税台帳に登録された価

格ではなく宅地並みに再評価した価格となります。） 

②土地を取得した場合の税率は３％です。（令和９年３月３１日までの取得について、

令和７年４月現在） 

《納める時期》 

 所有権移転登記後８か月から10か月頃に県税事務所から納税通知書が送付されます。 

イ 家屋（新築による取得） 

《納める額》 

税額 ＝ ①「不動産の価格」×②「税率（倉庫・工場等非住宅は４％、住宅は３％）」  

となります。 

《納める時期》 

  新築後、評価額が決定した後に納税通知書が届きます。 

 

《納める方法》 

 県税事務所から送付される納税通知書により、金融機関などで納めます。 

 

詳細は、埼玉県川越県税事務所へお問い合わせください。 
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 ７ 関係機関一覧表  

関係機関 電話番号 所 在 地 

埼玉県企業局地域整備課 048-830-7123 〒330-0063 さいたま市浦和区高砂3-14-21 

埼 玉 県 地 域 整 備 事 務 所 048-663-6990 〒330-0852 さいたま市大宮区大成町1-528-1 

埼 玉 県 川 越 県 税 事 務 所 049-242-1801 〒350-1124 川越市新宿町1-17-17 

埼玉県西部環境管理事務所 049-244-1250 〒350-1124 川越市新宿町1-17-17 

埼玉県産業労働部企業立地課 048-830-3800 〒330-9301 さいたま市浦和区高砂3-15-1 

埼玉県産業労働部金融課 048-830-3801 〒330-9301 さいたま市浦和区高砂3-15-1 

富士見市 
049-251-2711 

（代表） 

〒354-8511 富士見市大字鶴馬1800番地の1 

 

産 業 経 済 課 049-257-6827 

環 境 課 049-252-7129 

都 市 計 画 課 049-252-7128 

ま ち づ く り 推 進 課 049-257-8455 

道 路 治 水 課 049-252-7125 

建 築 指 導 課 049-252-7127 

下 水 道 課 049-257-8922 

水 道 課 049-257-8976 

入間東部地区事務組合消防本部 
049-261-6000 

（代表） 

〒356-0058 ふじみ野市大井中央1-1-19 

 
予 防 課 049-261-6007 

警 防 課 049-261-6659 

富 士 見 市 商 工 会 049-251-7801 〒354-0033 富士見市羽沢3-23-15 

 

 


